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明日を

拓く
2 0年以上も前に、石炭液化技術開発にかかわった

ことがある。褐炭や瀝青炭の液化技術を開発するこ

とによって、石油の価格高騰や資源枯渇に備えるこ

とが目的であった。原油価格がバーレル4 0ドル程度

になれば価格的にも十分競争できる技術が確立され

たとして、プロジェクトはその後無事終了した。し

かし、いま、原油先物相場はバーレル7 0ドル近くま

で上がっているが、石炭液化技術によるプラント建

設の話は寡聞にして耳にしない。インフレによるド

ル減価があるにしても、残念でならない。

振り返って反省する点もある。石炭液化には、大

量の水素を必要とする。その水素をどうするのか。

当時、地球温暖化というような問題は意識になかっ

たから、石炭から水性ガス反応を利用すればいくら

でも得られる、そう安易に考えられていた。当然の

ことながら、結果として炭酸ガスが大量に放出され

ることは考慮の外であった。石炭液化が実用化され

ないことには、固体・液体・気体が高温・高圧のも

とで混ざり合うという技術的な難しさ、プラント建

設に必要とされる多額の投資額などのほかに、そん

なことが一因になっているのかもしれない。

世紀も変わり、国民生活の不可欠なエネルギー供

給の確保は、より深刻な問題になってきている。原

油価格高騰の背景には、中国をはじめとする新たな

市場における旺盛な石油需要があり、資源量が不足

してきていることがはっきりしてきている。いわゆ

るパラダイム変換が起きている。もはや石油エネル

ギーに支えられた豊かな生活を世界中の人々が等し

く享受することは不可能であると考えたほうがいい

のではないか。

エネルギーをいかに確保す

るか。原子力で行くのか、石炭等の石油代替資源に

頼るのか、太陽などの自然エネルギーで行くのか。

これまでも議論は繰り返されてきたが、選択肢はお

よそ見当がつく範囲内にしかない。確実な選択をす

るとともに、その実現をより確実なものにするため

に必要なブレークスルーに向けて何をすべきかにつ

いて、早急に議論を尽くさなければならない。もち

ろん、その前提として国民の生活のあり方について

も突っ込んだ議論がなされなければならないであろ

う。

J C I Iは、今後、必要な技術開発を進め持続可能な

社会を実現するためにはサステイナブル・テクノロ

ジーの開発戦略を立てることが重要であるとの提言

を出し、技術開発プログラム構想として、水素の製

造・貯蔵・運搬など水素エネルギーに関わる技術開

発やカーボンニュートラルな原料資源活用技術とし

てのバイオマス・コンビナートなどを打ち出してい

る。

しっかりした技術開発戦略を立てるには、ともか

くも大量のエネルギーを確保すれば事足りるのだと

いうような視野の狭い発想、あるいは、一単位のエ

ネルギーを得るためにますます大量の資源を投入す

ることになってしまうたぐいの猪突猛進的な発想を

捨て去ることが必要である。テクノロジーという言

葉に「サステイナブル」という限定形容詞をつける

ことには、ともすればそういうことに陥りがちなこ

れまでの議論の対する反省がある。

J C I Iでは、いま、環境負荷や、安全性、経済性、

社会性などを考慮したサステイナブル・テクノロジ

ーの評価手法の開発も行っている。そうした手法も

活用し、将来を冷静に見通した上で、きちんとした

評価・位置づけにもとづいてプロジェクトを進めて

いくことが大切である。それがなければ、せっかく

の技術開発が具体的な成果につながらないことをし

っかり肝に銘じておくべきであろう。

戦略的アプローチの大切さ

（財）化学技術戦略推進機構　

理事長　　

齋藤紘一



●M. C. Roco (Senior Advisor, National Science Foudation, USA) 

“Four Generations of Nanoparticle Products: From Passive Dispersions to Molecular Nanosystems”

●小宮山宏（東京大学総長） 「ナノテクノロジーの知識の構造化」

●奥山喜久夫(広島大学教授)

「ナノ粒子とナノコンポジットの合成技術：ナノ粒子プロジェクトの研究成果」

●山口由起夫（東京大学教授） 「ナノ粒子の薄膜化技術：ナノ粒子プロジェクトの研究成果」

●M. P. Pileni (Professor, University P&M Currie, France) 

“Self-Organization of Nanocrystals”

●K. Deppert (Professor, Lund University, Sweden) 

“Aerosol Nanoparticles for Innovative Nanostructure and Novel Devices”

●吉江健一（M Cリサーチ＆イノーベーションセンター社長）

「ナノテクノロジーと事業：

共同研究を利用した企業における開発の現状」

してもらう機会をもつことであった。そのこと

によって、「ナノ粒子プロジェクト」に対する理

解と、また広く国内外のナノテクノロジーの研

究開発に対する理解が深まることを期待したも

のである。

初日の 8 月 2 2 日は、 J C I I の齋藤理事長と

N E D Oの本城参事からの主催者挨拶、経済産業

省の渡邊機能性化学品室長からの来賓挨拶の後、

7件の基調講演があった。8月2 3日は、３件の共

同研究者による一般講演と 1 6件のプロジェクト

の研究員による成果報告があった。3 2 1名の参加

をえて、連日白熱した討論が実施された。
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Roco博士の講演

国際シンポジウム「ナノ粒子が拓く新しい材料

と新産業創出への期待」報告
研究開発事業部　浅野昌也

はじめに

2 0 0 5年8月 2 2日、2 3日の2日間にわたって、

J C I I主催、N E D O共催の国際シンポジウム「ナ

ノ粒子が拓く新しい材料と新産業創出への期待」

が、大手町のサンケイプラザで開催された。本

国際シンポジウムの開催の趣旨は、ナノ粒子特

有の新しい機能を活用した新しい材料系の創出

とさまざまな産業分野への波及効果が期待され

るなか、平成 1 3年度～1 7年度の5年間にわたっ

て国の財政的支援を受けて実施されてきた「ナ

ノ粒子の合成と機能化技術プロジェクト」（以下

「ナノ粒子プロジェクト」）の成果を発表すると

ともに、広く国内外のナノテクノロジーの研究

開発動向について、各界の代表者に基調講演を

基調講演

7つの基調講演の講演者と題目は以下のとおり



これらの基調講演について、要旨を紹介する。

R o c o博士は、米国のナノテクノロジーの政策責

任者として、2 0 0 0年から2 0 2 0年までの2 0年間を

4段階に分けたナノテクノロジーのロードマップ

を分かりやすい形で示しておられたのは、我々

がナノテクの将来を考える上で非常に参考にな

った。それによると、現在は第1世代で、c o a t-

ings, nanoparticles, nanostructured matals, poly-

mers, ceramicsにナノテクが応用されつつある。

2 0 0 5年から第2世代に入り、3 Dトランジスター

やdrugs, actuators等の分野に展開されることに

なると予想される。また、G EやD u P o n tなどの

米国企業のナノテクへの取り組みについても紹

介があった。

小宮山東京大学総長は、冒頭、3年前の雑誌に

投稿した論文を再投稿したら、3 9人のレフェリ

ーのうち3 6人は気がつかなかったという話をさ

れた。また、東大では、毎年9 4 0 0の講義が行わ

れている、というような例から、知識が爆発的

に増え続けていて、相互に分かりあえることが

なくなってきている状況を説明された。このよ

うな状況を考えると、各プロジェクトの横串活

動としての知識の構造化がいかに重要であるか

よく理解できる。「ナノ粒子プロジェクト」関係

者の一人として、プロジェクトの成果もデータ

ベース化して誰でもつかえるようにしておきた

いと思う。小宮山総長がFrontier Scienceとして、

失敗学、安全、知識の構造化、ナノテクノロジ

ーを挙げられていたのは、巨大化し暴走気味の
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現代科学に対する警鐘になっているのではない

かと思う。

奥山広島大学教授は、ナノ粒子の合成とナノ

コンポジットについて、「ナノ粒子プロジェクト」

の研究リーダとして研究成果を踏まえて、系統

的にレビューされた。特に、プロジェクトの目

標である気相法、液相法および最近のポリマー

マトリックス法による各種機能性ナノ粒子の合

成から、有機無機ハイブリッドの範疇に入るナ

ノコンポジット、磁性体ナノ粒子の配列体、ポ

ーラスシリカ配列体など今後の展開が期待され

る分野にまで豊富な実例とともに展開された。

山口東京大学教授は、「ナノ粒子プロジェクト」

のサブリーダとして、ナノ粒子の自己組織化に

よる薄膜化技術についての成果を、実験と理論

面から講演された。ナノ粒子の塗布、乾燥過程

での挙動や、せん断力場でのナノ粒子の振舞い

がビジュアルに示された。応用例として、

C d S e / Z n Sコアシェルナノ粒子を薄膜化した高密

度メモリーの可能性を示された。

今までのナノサイエンスは、ナノクリスタル

の量子効果や表面効果に重きをおいた研究が中

心であったが、ナノクリスタルを並べた2 Dおよ

び3 D超格子に興味が移ってきている。そこで、

P i l e n i教授の講演は、逆ミセル法で銀、コバルト、

フェライトなどの3 D超格子を作成し、磁気特性

を初めとして、種々の物性を測定し、メソスコ

ピックアセンブリーの構造と結び付けようとす

る精力的な講演であった。今後の展開が期待さ

れる。

D e p p e r t教授は、スウェーデンの大学における

ナノテク関係の教育、研究について紹介された

後、a e r o s o l技術（ナノ粒子の気相合成法）につい

て講演された。a e r o s o l技術は、colloid chemistry

と良く比較されるが、製造装置が高いなどの欠

点はあるものの、強みは何と言っても、半導体

産業ではなじみのあるプロセスであることであ

小宮山総長の講演



る。D e p p e r t教授は、a e r o s o l 技術を使って、

n a n o w i r eやn a n o t r e eなどの構造体を作成してい

る。金属と半導体をつないだもの、半導体でも

h e t e r o s t r u c t u r eなものなど、種々のナノ構造体

を提案している。将来の電子デバイスの有力な

プロセスになりうる可能性を秘めている技術と

思われる。

吉江博士は三菱化学の、カリフォルニヤ大学

( U C S B )との共同研究に基づくリサーチセンター

の社長である。大学の研究と企業の製品化の間

には、所謂「死の谷」が横たわっており、それ

を乗り越えていかなければならない。その試み

として、企業が大学の近くに研究所を設置し、

その研究所は企業化や開発研究を行う使命を帯

びていると言える。ポリマー表面、有機半導体、

L E D、ナノコンポジット（クレイナノコンポジット）、

ディスプレィ、エネルギーデバイス、フラーレン

等の研究開発が行われている。質問にもあった

が、何故日本の大学とこのような試みができな

い、やれないのかという感じを強く持った。

基調講演終了後夕方から、海外からの基調講

演者をお招きして、プロジェクト関係者、関係

企業、主催者が一同に会してささやかな懇親会
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を開催した。奥山プロジェクトリーダの挨拶、

山口サブリーダの乾杯で始まった会は、いつま

でも話がつきない懇親会であった。筆者は、た

またま海外の講演者をホテルまでお送りしたが、

皆様から“Wonderful night”と言われたのには

主催者の一人として少し安堵した。

一般講演

8月2 3日は、ナノ粒子合成、磁性体ナノ粒子の

合成／配列、ナノコンポジット、ナノ粒子配

列・自己組織化の４つのテーマについて1 9件の

発表が行われた。ナノ粒子プロジェクトの共同

研究者から、次の3件の講演があった。いずれも

第一線で活躍している研究者らしく好感のもて

る活発な講演であった。

新宮原関西大学教授(広島大学客員教授)は、

「自己組織化ナノホール配列を利用した強磁性ナ

ノ柱配列形成と超高密度磁気記録媒体への応用」

と題する講演を行った。A lをアノード酸化で酸

化アルミにして、希硫酸でエッチングして自己

組織化したナノホールを作成する。次いで、こ

のホールにC oを電界メッキで埋め込み垂直磁化

膜を作成するものである。1 T b i t / i n c h2の高密度

歓談中の海外からの講演者
右からRoco博士、Pileni教授、吉江博士、ウレット助手（広島大学）
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記録媒体への展開が期待できる。

阿尻東北大学教授は、「超臨界水熱合成による

有機・無機・生体分子ハイブリッドナノ粒子合

成」について講演された。超臨界場を利用する

ナノ粒子合成は、単結晶のナノ粒子ができると

いうこと以外にも、同時に粒子の表面修飾が行

える点に特徴があり、まさに有機・無機ハイブ

リッド材料の合成に適した方法であると言える。

韓国では、既にC M P用セリア粒子3 0ｔ/年のプ

ラントが稼動していると言うことである。

島田広島大学助教授からは、「C V Dによるナ

ノ粒子の生成プロセスにおける核生成と成長」

と題する講演で、T i前駆体が気相反応中にどの

ような過程を経てT i O2ナノ粒子に成長していく

かを反応温度と粒径と粒径分布を調べて、温度

に対して２つの領域を形成していることを明ら

かにした。専門性の高い発表であった。

プロジェクトの研究員から、ナノ粒子合成に

関して6件、磁性体ナノ粒子の合成／配列に関し

て2件、ナノコンポジットに関して3件、ナノ粒

子配列・自己組織化に関して5件の発表があっ

た。いずれもこれまでの4年間の研究を総括する

発表であった。

各発表に対する質疑応答も活発に行われた。

同時に研究成果をパネルにして展示も行った。

発表時間が限られていたためパネルの前で議論

が続けられるという状況も見られた。

最後に

本国際シンポジウムでは主に、①ナノ粒子の

合成技術、②ナノ粒子の配列、組織化、複合化

技術、③ナノ粒子の産業への応用技術、などに

関する最新の技術および課題が報告され、また

今後の新産業創出について熱い期待が討論され、

所期の期待どおりの成果が得られ、国際シンポ

ジウムとして成功裡に終ったと思う。

後援していただいた経済産業省、協賛してい

ただいた化学工学会、高分子学会、日本化学会、

粉体工学会に感謝します。国際シンポジウムの

実際の運営や進行にあたった「ナノ粒子プロジェ

クト」の関係者（企業関係者、N E D O関係者、共

同研究者および研究員の方々）やJ C I I職員の皆

様の裏方の協力がなければここまで成功裡には

行かなかったと思う。ありがとうございました。

講演を聞き入る奥山リーダ、山口サブリーダ
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研究会の立ち上げ　　　　　

（財）化学技術推進機構( J C I I )は、報告書「化学

技術戦略・2 0 2 5年」(平成1 1年6月)の中で、化学

産業ビジョンの一つとして、「社会の持続可能な

発展に貢献する化学産業」を挙げました。

このなかで、化学産業は人と環境にやさしい

有用な製品の提供、化学技術を駆使した環境の

改善・修復、さらには資源・エネルギー・食糧

など地球規模の諸課題の解決を通して社会の持

続可能な発展に積極的に貢献していくことを謳

いました。

また、社会から信頼され、受容（パブリック

アクセプタンス）されていくために、専門家以

外には中身が判りにくく、不安に感じられがち

な化学物質、化学技術あるいは化学産業につい

て正しい理解を得るべく説明責任（アカウンタ

ビリティ）を果たしていくことの必要性も指摘

しています。

この「化学技術戦略・ 2 0 2 5年」を受け、J C I I

は化学産業および関連する産業の方々に加えて

大学、国立研究所の有識者の参加を得て、環境

技術委員会を設置（平成 1 1年から2年間活動）

し、広範囲な環境問題について多方面からの観

点から議論を致しました。

議論の結果を「化学産業の環境計画」として

まとめ、「持続可能な社会」実現に向けた重要課

題と対応として、下記を目標として掲げました。

1 .利便性と併せてその物質の持つ潜在的なリス

クに関する科学的情報を一般市民に判りやす

い言葉で情報開示し市民の理解を得る。

2 .化学製品の循環再利用、環境の保全・浄化・

修復に関する多様な技術開発を進め、個別の

条件に対する最適な処理情報・技術を提供す

ることにより、地方自治体・消費者との協力

関係を構築し、循環型経済社会実現に貢献す

る。

3 .資源の多様化を目指し、再生可能性資源の有

効利用、非原油化石資源の化学原料化技術、

など資源確保のため多様な技術選択肢を確立

する。

4 .市民社会が環境・エネルギーに関する理解を

深め、意識啓発を進めるための諸施策・仕組

みを構築する。

このような重要課題を認識し、J C I Iは、化学

物質による環境負荷の問題について「化学と社

会の関わり」をキーワードとして事例研究を行

い、参加した産学官の「化学関係者」の間で認

識を共有化すると共に、共有化した情報をどの

ように市民、マスメディア等に発信していくべ

特集

「化学物質の環境リスクに関する研究会」

３年間の活動について
戦略推進部　　内藤　豊
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「化学物質の環境リスクに関する研究会」３年間の活動について

きかについてのコミュニケーションについて、

議論を重ねることとし、「化学物質の環境リスク

に関する研究会」（略称：E X研究会）を3年間を

活動期間として発足させました（平成1 4年)。

EX研究会の活動

E X研究会のメンバーは、大学、研究所、学会、

業界団体、化学産業、関連産業、など産学官を

網羅する多彩な方々二十数名で構成しました。

E X研究会の運営は、専門家による基調講演、

企業の経験紹介などにより、正確な情報の共有

に努める一方、講師の話を伺うだけの一方通行

ではなく、参加者全員がディスカッションする

ことを重視しました。各年毎に研究テーマを設

定し、テーマに沿った活動を行いました。3年間

活動状況は次の通りです。

1.  第1年度（平成14年度）

9回の研究会を開催し延べ1 9 0名の方々の参加

を頂きました。テーマには、より良い化学と社

会の関わりを求めて、「リスクコミュニケーショ

ン」を取り上げました。各研究会では、環境問

題を俯瞰する立場、法規制等化学物質リスク管

理を推進する立場、ダイオキシンや環境ホルモ

ン等（当時の）話題に切り込む立場、企業の立

場、など多方面からの講師を招き、議論を重ね

ました。その中から、環境問題は、公害問題か

ら個別物質の有害性問題、あるいは不法投棄に

よる問題、オゾン層破壊や地球温暖化ガスの問

題など非常に巾の広い問題であり、各方面の専

門家からじっくり話しを聞き、疑問点・異なる

見解を交換し合うことが必要と強く認識しまし

た。

また、市民への情報発信のあり方（リスクコ

ミュニケーション）に関して、対象とする市民

の範囲、情報公開のあり方、リスクコミュニケ

ーション手法を理解し、実践の重要性と困難さ

を理解しました。特に、企業と市民との間に立

つN P Oおよびマスメディアとの対話が環境問題

を正しく理解してもらう上で、かなり重要であ

るとの認識に至りました。

情報開示では、聞き手のスタンスに立ち、「隠

しているのではないか」という疑いが出る前に

情報を出すことが肝要であり、出した情報が解

りにくいものでは意味がないことになりかねな

いと言われました。

また、ネガティブ情報と同時に市民が享受し

ているベネフィットの情報も上手く出すことも

状況に応じて必要であると指摘されました。

2. 第２年度（平成15年度）

1 0回の研究会を開催し延べ2 5 0名の参加を頂き

ました。テーマには、前年度の活動結果を基に

リスクコミュニケーション推進を目指して、「予

防原則ないし予防的アプローチを考える」とし

ました。科学的確実性がない場合でも予防原則

あるいは予防的な取り組みを推し進めると「ゼ

ロハザード」「ゼロリスク」となってしまいます。

「ゼロハザード」は諸活動の停滞や過剰な経費な

どの弊害もあり、不確実性とのバランスが難し

いことを認識しました。

また、各回の研究会では、環境政策検討の審
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議会等に参画しているN P O代表及びマスメディ

ア当事者を招き、「リスクコミュニケーション」

に視点を置いた講演を頂きました。その中から、

科学報道におけるマスメディアの可能性（情報

提供力の大きさと影響力の強さ）と限界（報道

内容の科学的な確かさ不足、割当て報道スペー

スの限界、報道後の是正姿勢の欠如）は、リス

クコミュニケーションに係る行動を考えるに当

たって大いに参考とすべきと言えます。

また、リスクコミュニケーション推進のため

には、情報の解析研究、データベースの整備、

人材養成など多方面な仕組み構築が必要なこと

が指摘されました。

3. 第３年度（平成16年度）

8回の研究会を開催し延べ1 8 0名の参加を得ま

した。テーマとして「リスク対ベネフィット」

比較論を挙げ、研究を行いました。このテーマ

は、次の考えの基に取り上げたものです。

『化学産業が生み出す製品（化学物質）は、社

会に貢献する事が目的のものである。それらの

製品の貢献、即ち、「ベネフィット」を正しく社

会に理解してもらうことは、化学産業が積極的

に開かれた態度でリスクコミュニケーションに

臨むことで重要である。他方、社会が許容する

「リスク」はどのあたりにあるのか、すなわち

「リスク対ベネフィット」比較論の理解を踏まえ

て、リスクコミュニケーションに対応すべきで

ある。』

具体的には、化学物質によるベネフィットを

どのように評価するかの評価手法の検討、およ

び評価事例にはどのようなものがあるかを研究

し、その事例研究として、同一用途分野におけ

る複数の化学製品を消費者に示し評価してもら

うコンジョイント分析の試行を行ないました。

コンジョイント分析は、マーケットリサーチ

などで利用される手法ですが、一般市民から見

た化学物質の価値を金銭評価できる利点がある

ものの、絶対的な評価ではなく、情報や時期な

どの影響を受けやすいことなどを理解しました。

また、前年度に引き続き、環境N P O代表を招

きその主張をお聞きするとともに意見交換を行

ない情報及び価値観の共有化に努めました。

4. 3年間の活動状況

E X研究会の３年間における活動状況は次の通

りです。

研究会開催数 27回

研究会延べ参加者数 620名

話題提供者数 53名

話題の内容別件数

環境問題総論 ６件

化学物質のリスク評価・管理 21件　

環境ＮＰＯの考え方 ８件

マスメディアの考え方 ２件

企業、企業団体の環境問題への取組み 14件　

その他 ２件
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ＥＸ研究会からの提案

化学物質と環境について研究会を進めていく

中で、リスクコミュニケーションによって正し

く化学・化学技術・化学物質の内容を理解して

もらい、誤解や不安、懸念を解消していくこと

が非常に重要であることを強く認識しました。

従って、今後はこれまでのリスクコミュニケ

ーションを発展させ、社会的に容認してもらう

パブリックアクセプタンスの段階へと進めるの

が肝要です。

さらには、パブリックアクセプタンス獲得に

次いで、化学・化学技術・化学物質の有用性・

必要性を全ての人々が理解し真価を認める「ソ

ーシャルアプリシエーション」の醸成に向けて、

進んでいくのが良いと考えます。そのために、

以下のことを提案します。

1. 化学企業に対する提案

●「丁寧なコミュニケーション」を通して市民・

マスメディアからの信頼感を獲得し協力関係を

構築していくことが必要です。そのために、化

学企業は問合せに対する体制を整備すると共に、

明瞭で簡潔な説明が出来る人材の育成が必要で

す。

●化学物質の安全性・危険性に対する考え方に

は、ハザードとリスクがあります。ハザードは

化学物質固有の有害性を意味し、それぞれの化

学物質によって有害性の種類とその強弱の程度

があります。

しかし、仮にハザードが大きい化学物質でも、

触れたり吸収したりしない限り害を及ぼしませ

ん。

他方、リスクは触れたり吸収したりする可能

性（曝露）を加味した危険の度合いを意味し、

ハザードの強弱と曝露の多寡によって評価され

ます。両者の違いと、化学企業が化学物質のハ

ザードを把握し曝露の可能性を最小とする努力

をしていることを市民の方に理解して頂くため

の努力が求められます。

●リスクについて社会的・経済的な考察を加味し

た考え方の提示が必要であり、資源の制約、費

用の有限性など「持続可能性」の観点が大切で

あることの理解を求める必要もあります。

●積極的で開かれた態度でリスクコミュニケーシ

ョンに臨み、化学製品の人間生活における貢献

度を正しく理解してもらうことが肝要です。こ

のためには、いろいろな方法と機会によって繰

り返し広報活動を行なうことが必要です。

2. 業界団体に対する提案

●立場の異なる環境N P Oや科学技術を取り扱う

マスメディアと普段着での対話が出来る仕組み

創りが必要ではないでしょうか。

環境問題は巾が広く、また問題点が何なのか

特定することが難しい状況もありえます。

環境N P Oやマスメディアの方々を、例えば、

業界団体内の委員会などに招聘するような形が

もっと一般的に為されても良いと考えます。

3. 化学関係学会に対する提案

●義務教育における理科教育及び高等学校におけ

る化学教育の充実を図り、化学と化学物質を理

解するための基本事項を判りやすく教育してい

く仕組みを行政並びに小中高教育者と連携して

構築して頂きたい。

●化学と化学技術によって、人と環境にやさしい

有用な製品の提供や、環境の改善・修復、さら

には資源・エネルギー・食糧など地球規模の諸

課題の解決が進められ、社会の持続可能な発展

が為されています。これらの成果を一般市民に

伝える仕組みを強化して頂きたい。
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4. 行政に対する提案

●環境省では「平成1 4年度環境基本計画の点検の

ためのアンケート調査」を行い、環境行政への

期待・要望として、民間団体がその環境保全活

動充実のために国に期待する支援策として最も

多いのが「資金援助」で、次に「情報交換の

場・機会の提供」、「行政情報の提供」、「資金・

拠点・人材等の情報整備と情報提供」などの情

報整備に関するものでありました。

行政への期待・要望の実態を非常に良く表し

ております。少し付け加えるなら、化学物質の

情報として、リスクに関する研究成果は判りや

すく広報し、マスメディアによる的確な報道を

促し、より一般市民に正確で判りやすく届けら

れるような工夫をお願いします。

残された課題

今後に残された課題として、以下を挙げるこ

とができます。これまでの活動を踏まえ、これ

らの課題に対して、取り組んでいきたいと考え

ています。

1. パブリックアクセプタンスへの

進展

化学・化学技術・化学物質に対するリスクコ

ミュニケーションの次のステップであるパブリ

ックアクセプタンスへと進める。

2. リスク対ベネフィット比較論

これまでの活動によって、環境経済で用いら

れている手法の概要を把握出来た。今後は事例

研究を含め、実践的な利用方法について検討を

進め、評価対象とするベネフィット項目と評価

手法・結果の関係を認識することで、リスク対

ベネフィット比較論を数値（金銭）で示す方法

の完成を図る。

3. パブリックアプリシエーションに向けて

パブリックアプリシエーションに向けて、５

Ｗ１Ｈ（だれが、いつ、どのようになど）につ

いて議論し、実践へと行動させる。

最後に

E X研究会では、環境問題に対して問題意識を

持つ産学官の有識者が集まり、研究の第一線で

活躍している方々や、立場の異なるN P Oの代表

者、あるいはマスコミ関係者と講演を基にした

議論を重ねることにより、他の場では実施でき

ない質の高い討論を行いました。

E X研究会は市民とのリスクコミュニケーショ

ンを実際に実施するのではなく、種々の角度か

らアプローチすることを研究しました。これは

実際にコミュニケーションをしているメンバー

やN P Oなどの代表者にとって非常に参考とな

り、役立つものとなりました。

立場の異なる人々が一同に集い、本意で討議

しあえたことは有意義であり、かつこのような

場が他にないこともあり、E X研究会の果たした

役割は大きいものであったと言えます。

残念ながら、研究会としての一層の深耕や外

部への発信にはまだ不十分な面が残り、次期の

活動に期待します。

謝辞

以上に記しましたような非常に活発な活動を

３年間行えたのは、本研究会のリーダーとして

終始熱心なご指導を頂いた国際連合大学　安井

至副学長、東京農工大　瀬田重敏前副学長、東

京大学生産技術研究所　渡辺正教授のお陰であ

り、感謝の意を深く表します。

また、講師としてご参加頂いた皆様をはじめ、

３年間の活動期間中には多くの方々のご協力を

頂きました。文末となりましたが、御礼申し上

げます。

特集

「化学物質の環境リスクに関する研究会」３年間の活動について
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「産学官連携して化学技術革新を先導し、社

会の持続可能な発展と産業の競争力強化をは

かります。」

この言葉は、JCIIのホームページ（http://

w w w . j c i i . o r . j p /）やJ C I Iパンフレットに記載さ

れたJCII戦略推進部の活動目標である。

産学官連携（或いは産学連携）と言う言葉

は平成 1 6年4月の国立大学法人化以降、今で

は流行語のように耳にする機会が多くなって

おり、各大学に産学連携本部等の産学官連携

を目指した組織が作られ活発に活動している

ことは周知の通りである。

文部科学省の産学連携コーディネーターの

ホームページ（h t t p : / / w w w . s a n g a k u k a n r e n -

c d . j p /）によれば、産学連携コーディネーター

を置いている国公立大学・私立大学・高専は

全国で80に及んでいる。

最近では産学官連携ジャーナル（http://

w w w . s a n g a k u k a n . j p / j o u r n a l /）の発刊や、

N P O法人産学連携学会（h t t p : / / j - s i p . o r g /）の

設立、その他産学官連携の仲介を事業とする

企業の設立など、産学官連携を巡る動きはま

戦略推進部　Academia Showcase事務局

すます活発となってきている。

J C I Iでは活動目標に示された通り、その設立

当初から産学官連携を標榜し活動の重要な要

素としてきているが、その一翼を担うものと

して｢Academia Showcase｣ 制度を 2 0 0 0年

度に開設し既に６年目を迎えている。

１．Academia Showcase制度の概要

この制度は、産学官の共同研究・開発を推

進するため、国内の大学・公的研究機関など

から産業化・実用化をめざした技術開発・研

究テーマを公募し、これらのテーマを企業に

紹介し「シーズとニーズの出会いの場」を提

供するものである。図１にその概念を示す。

この制度の進め方は、次の二つのステップ

からなっている。

①応募されたテーマを一定期間企業に紹介

し、共同研究の斡旋をする。

具体的には、全ての提案は提案者の氏名・

所属等を伏せて賛助会員企業にお送りして開

示している他、提案内容の概略を J C I I のホー

図１　Academia Showcase 制度の概要
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ムページ上にも公開している。

企業から共同研究・開発の申し入れがあっ

たテーマについては、提案者と当該企業の間

で契約の上、共同してテーマを推進して頂く

こととなっている。

② 企業との共同研究・開発の対象とならな

かった提案のうち、研究を進めれば企業

のニーズにあう可能性のある提案を選考

し、完成度を高めて頂くため研究費の助

成を行う。

提案を募集する分野は、① G S C 分野、②資

源・エネルギー分野、③情報・電子分野、④

生活空間分野、⑤バイオ分野、&その他　と

なっており J C I I賛助会員の事業分野をカバー

している。

２．Academia Showcase の実績

図２はAcademia Showcase への提案件数

と提案機関の5年間の累計を地区別に示した

ものである。

全国の 7 0 研究機関から 1 6 0 件の提案があ

り、A c a d e m i a S h o w c a s eの知名度が全国的

に広まってきていることを示している。

また、図３は制度創設以来昨年度までの提

案応募件数と助成件数の推移を示している。

提案件数が増加傾向にあることから本制度の

知名度が向上しつつあることを伺わせるが、

更なる応募増の活動が必要と考えている。

また研究助成については、1件 2 0 0万円の

研究助成を毎年4～5件してきており、先生

方の研究の進展に貢献してきたと考えている。

また、昨年からは助成研究の内容を賛助会員

図２　提案数と提案機関数

2000～2004年度

提案数／研究機関数

東海・中部・北陸

33.5／15

中国・四国

18／8
九州

12／8

海外

1／1

東北

11／7

北海道

2／2

関東

59.5／25
近畿

23／11
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に紹介する「助成研究発表会」を開催して共

同研究への発展を図っている。

共同研究については、毎年数件が着実に成

立しているが、制度の趣旨から成立件数の増

加が今後の重要な課題である。

３．2005年度の活動

2 0 0 5年度のAcademia Showcase への研

究テーマ提案の募集が既に始まっている。J C I I

のホームページに募集要項を掲載しているほ

か、本制度への協賛を頂いている化学工学会、

高分子学会、日本化学会、有機合成化学協会、

触媒学会、石油学会の各学会誌・ホームペー

ジにも募集要項が掲載されリンクがはられる。

また、全国の大学へのポスター送付などの

広報活動などを今後進めていく予定である。

これらの活動を通じAcademia Showcase へ

の提案数の増大を図り、共同研究成立件数を

増やし、産学連携を促進し、ひいては産業の

競争力強化に結びつくことを目指して本年度

も活動していく計画である。

本制度が産学官連携を志向する学官の先生

方にもっと活用されるよう、賛助会員各位か

ら先生方にお声をかけて頂くことをお願い申

し上げるとともに、賛助会員にお送りした提

案テーマについては社内の関係部署に回覧し、

共同研究の可能性を十分に吟味して頂くよう

お願い申し上げます。

連絡先：戦略推進部　Academia Showcase

事務局　堀内（horiuchi@jcii.or.jp）

図３　応募件数と助成件数の年次推移

応募件数

助成件数
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高分子試験・評価センター　東京事業所　　香山　茂

プラスチックは、生産性、軽量化、耐久性、

複雑形状の加工性などに優れているため、日

用品から機能部品まであらゆる分野の産業製

品に使用されている。

プラスチック材料は種類が多く、特性も多

様化しているので、製品の要求特性によって

使用材料が決められ、プラスチック製品は成

形材料に適した成形加工方法及び成形条件に

よって成形加工される。成形加工の基本的な

条件は、温度と圧力であり、成形加工の条件

によって成形品の特性が変化する。これらの

特性変化は、結晶性樹脂か非結晶性樹脂かに

よっても変化の程度が異なるので、使用する

樹脂の特性を十分把握しておく必要がある。

プラスチックは、加熱溶融してから成形さ

れるが、加熱温度と加熱時間等で分解する。

例えば、分子構造にエステル結合をもつ樹脂

は、一定以上の水分を含んで加熱溶融すると

適正な加熱条件でも加水分解を生じる。加水

分解を生じた成形品は、機械的強度が低下し

ている場合が多く、その判断には分子量の測

定がよいが、長期間使用や過酷な使用環境等

によっても分子量低下がみられるので、成形

加工された成形品の評価は、成形に使用した

材料の分子量と成形品の分子量との比較によ

って行われている。

最近、高分子試験・評価センターにはプラス

チック成形品に関するクレーム処理の相談が多

くなってきている。特に、成形材料としてポリ

カーボネートを使用した成形品についての相談

が増えている。

これらの問題を解決するためには、プラスチ

ック成形品の設計・成形性（配向、応力集中、

残留ひずみ等）・耐劣化性・物性強度等に関す

るデータの蓄積が必要であり、特に環境特性に

関する問題点の究明を図る必要がある。

問題点としては、適正な成形材料の選択、最

適な成形方法・成形条件等の選択、プラスチッ

ク製品の使用環境・使用条件等を十分考慮して

の設計等がなされているか、耐劣化性・耐衝撃

性・耐薬品性等の環境特性に関する究明が必要

である。

このような背景を踏まえて、高分子試験・評

価センターは、長年にわたって蓄積してきたプ

ラスチックの試験・評価技術に関するノウハウ

を活かして、本研究ではポリカーボネートを材

料とし射出成形によって多目的試験片を成形

し、熱・光・化学的などの劣化要因を付与して

耐環境劣化性について物性評価を行うこととし

た。
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ミウムセレン等の半導体粒子に比し、安全性、

環境、資源の確保といった観点でシリコン系

ナノ粒子が有望な可視発光材料として研究さ

れている。

さらには、D N Aの配列を利用し、導電性高

分子を D N A上に配列させたり、さらには金な

どの金属粒子を D N A上に配列させたりする研

究も注目される。ナノ構造体の作製にD N Aと

いった生態系のシステムを取り込んでいく動

きは、今後ますます盛んになっていくであろ

うと思われる。

ナノテクは、ナノ材料単体から異種材料の

ナノ複合体による機能発現といった方向に着

実に進化しているように感じた。そこには、

無機化学、有機化学、生化学、電子工学、物

理工学といった多くの分野の研究者が融合し

ていくことで大きな研究分野、産業分野を形

成する大きな可能性を感じる。

朝９時から夜７時までの口頭発表と、夜７

時から９時までのポスターセッションでの発

表には、連日多くの研究者が集まり、熱心な

討議が行われた。

会場のチェコ工科大学のあるプラハは、百

塔の都といわれる歴史のある美しい街である。

しかしチェコには、プラハの春と呼ばれる自

由を獲得するまでの長い苦難の歴史もある。

学会の最後の夜開かれた終了の集いで、隣

り合わせたチェコ工科大学の研究者が、この

学会に初めて参加することができたとうれし

そうに語った。その研究者の言葉を聞きなが

ら、チェコという国の活力と今後の発展の可

能性を強く感じることができた。そして、学

会の発表を通して得たナノ構造体の研究の進

展を脳裏に思い浮かべながら、新しい技術の

流れと息吹を味わうように胸に刻んだ。

ヨーロッパを中心に世界の材料開発の研究

者、技術者が集う E u r o m a t 2 0 0 5が、9月5日～

9月8日にわたってチェコのプラハにて、チェ

コ工科大学を主会場にして開催され、私も参加

する機会を与えられた。金属からポリマー、セ

ラミックス等広範囲な材料全般にわたる 1 6の

セッションで多くの研究発表が行われた。私は、

「電子・光学材料、磁性材料」のセッションを中心

に参加し、我々のナノ粒子プロジェクトの研究

概況についてポスター発表するとともに、ナノ

粒子関連材料についての研究動向を調査した。

磁性体材料では、数ナノメーターの鉄白金粒

子を、酸化マグネシウム基板上にスパッタリン

グで合成し、炭素等のマトリックス中にドット

状にパターン形成した垂直磁化薄膜の研究発表

が注目された。

数ナノメーターの鉄白金粒子をドット状にパ

ターン配列させた垂直磁化薄膜の技術により、

数T e r a b i t / i n c h2の高密度磁気記録が可能とな

る。今後の進展が期待される分野である。

電子、光学的機能の分野では、金属、有機化

合物、炭素を組み合わせた最適なナノ構造体構

築の研究が進んでいる。カーボンナノチューブ

と金属ナノ粒子の複合体が F ED（フｲールドエ

ミッションデｲスプレー）の電極に最適であると

の発表、発光特性を有する有機色素をシリカ中

に共有結合させた形で均一に分散させた複合構

造体が固体色素レーザーとして有望であるとの

発表等、金属、有機化合物、炭素の最適なナノ

複合構造体に関する研究が大きな流れになって

きていると感じた。

また、シリコンの数ナノメーターのナノ結晶

や、シリカのナノワイヤーを気相で合成し、可

視光発光を発現させた研究等シリコン系のナノ

構造体が注目される。従来研究されていたカド

研究開発事業部　　宮林　光孝　
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プラスチックの開発と特性の評価

高機能材料技術研究所　所長　木庭道夫

1 9 9 0年に東西冷戦が終結した。資本主義

の市場経済が社会主義の計画経済にまさったの

である。資本主義は自由競争を旨とし、社会主

義は平等を大切にした。その結果、自由競争社

会の方が文明の進歩を促進した。これは生物に

おける進化と自然淘汰とも合致している。

競争が大切であることは間違いないが、過

当競争はいただけない。ここに独占禁止法や商

品の試験方法の標準化と認証制度の必要性が認

識された。

われわれプラスチック業界は、幸いにも穏

当な競争社会に身を置いており、J I S、I S O / I E C

の標準化と認証制度の恩恵を受けながら、日々

企業競争を戦っている。

プラスチックは素材であり、加工されて最

終製品の部品になる。プラスチック素材の開発

は、素材メーカーのプロセスでたまたまできた

ものを素材商品として上市するのではない。顧

客によって加工され、最終製品メーカーによっ

てアセンブリーされ、消費者に安心して使用さ

れることを可能なかぎり想定する。その際、コ

ストや生産性と共にその特性が大変重要な確認

事項である。まず J I Sの共通試験方法に基づき

基本的な特性を押さえるのはもちろんである。

上市して顧客に売り込むには、さらに加工特性

や部品の使用条件を想定した評価データを用意

する必要がある。川上の素材メーカーにとって

は、これが大変むずかしい。なにしろ川下のこ

とは素人である。商品の J I Sがある場合はあり

がたい。例えば冷蔵庫ならその J I S を見てドア

ーの 1 0 万回試験を行なう。また、加工方法と

のマッチングもきわめて重要である。

同様の問題がクレームの発生への対応にも

ある。クレーム品の分析と共にできるだけ再現

実験を行いたい。その評価方法が確立できれば

クレーム対策のプロジェクトは半分以上進んだ

ともいえる。その評価方法を目安にして素材を

改良していく。

後発メーカーが割りこむのはさらに困難を

伴う。なにしろ川下メーカーは使用中の素材に

なれ親しんでいるからである。品質だけでなく、

成形や塗装などの加工プロセスでの生産性も重

要なポイントとなる。加工性の評価方法を問わ

れたらどうしたらよいことやら。すなわち、わ

が国では大手の素材メーカーと製品メーカーに

はさまれている加工メーカーがキャスティング

ボードを握っている場合も多い。

さらに、商社の存在もきわめて重要である。

商社は自分のテリトリーを確保しており、メン

テナンスにも怠りない。商社の政策や技術的な

情報は、素材メーカーにとっての素材の開発と

上市、川上から川下までの仲間つくり、クレー

ム処理、後発参入のリードなど大切な役割を担

っている。

素材メーカー、加工メーカー、アセンブリ

ーメーカー、商社のますますのご活躍を祈念し

て筆を置きます。
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科 学 技 術 を 巡 る 動 き
（2005.6～2005.8）

環境・産業政策関係

2005.06.03 経済産業省：平成16年度ものづくり基盤技術振興基本法第８条に基づく年次報告

http://www.meti.go.jp/press/20050603001/monodukuri-hakusho-set.pdf

2005.06.13 経済産業省：「新産業創造戦略2005」の取りまとめについて

http://www.meti.go.jp/press/20050613003/20050613003.html

2005.07.13 経済産業省：企業行動の開示・評価に関する研究会中間とりまとめ(案)について

http://www.meti.go.jp/press/20050713001/050713kigyokodo.pdf

2005.08.09 環境省：化学物質の環境リスク初期評価等（第４次とりまとめ）の結果について

http://www.env.go.jp/press/press.php3?serial=6243

2005.09.01 経済産業省：ＭＳＤＳ目安箱の設置について

http://www.meti.go.jp/press/20050901001/msds-set.pdf

科学技術政策関係

2005.06.10 文部科学省：平成17年版科学技術白書

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/17/06/05060903.htm

2005.06.14 内閣府：第46回総合科学技術会議議事要旨

http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/giji/giji-si46.htm

2005.06.15 内閣府：科学技術基本政策策定の基本方針

http://www8.cao.go.jp/cstp/kihon3/honbun.pdf

2005.07.01 内閣府：第47回総合科学技術会議議事要旨

http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/giji/giji-si47.htm

2005.08.12 内閣府：科学技術政策シンポジウムの開催案内

http://www8.cao.go.jp/cstp/symposanka.html

2005.08.12 内閣府：第48回総合科学技術会議配布資料

http://www8.cao.go.jp/cstp/siryo/haihu48/haihu-si48.html

大学・産学官連携関係

2005.06.09 経済産業省：技術移転を巡る現状と今後の取り組みについて

http://www.meti.go.jp/press/20050609005/20050609005.html
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